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令和 3 年 第 1 回北広島市環境審議会（書面会議） 議事録  

  

■集約期間：令和 3 年 1 月 25 日（月）～令和 3 年 2 月 2 日（火）  

■表決書提出期日：令和 3 年 2 月 2 日（火） 

  

■出席者： （委  員） 

早矢仕会長、鈴木副会長、安藤委員、齊藤委員、皆木委員、 

後藤委員、橋本委員、森下委員、藤野委員、木川委員（10 名）  

（事務局：市民環境部） 

高橋部長、阿部課長、新川主査、髙橋主事、大木主事（５名） 

 

■報告事項 

 （１）パブリックコメントの結果について 

   

【事務局より説明】 

 

 委員の皆様から質問・意見なし 

 

■協議事項 

 （１）諮問事項「第 3 次北広島市環境基本計画について」に対する答申（案）について 

 

【事務局より説明】 

 

 委員の皆様からの質問・意見 

 

○A 委員 

 計画（案）P22 有害化学物質に関する情報提供の施策で、環境ホルモンについて明記されているが、環境ホルモンについ

て測定を実施の予定はあるのでしょうか？ 

 

○事務局 

 有害化学物質については、測定を実施するのではなく、適宜情報を収集し、市民への周知等が必要な事案については、広報

や市ホームページを通じて情報提供しますという施策であり、環境ホルモンについては、有害化学物質のひとつとして例示させてい

ただいております。 

 

○B 委員 

 計画全体を通して、本市の魅力である自然環境を次世代に引き継いでいけるよう、基本計画に則り、取り組まれることを期待

しております。 

○事務局 

 答申書に、明記させていただきます。 
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○C 委員 

 菅総理が、2050 年の CO₂排出量ゼロを表明していたので、計画の中でも明記してはどうでしょうか？ 

 

○事務局 

 現行の国が定める地球温暖化対策実行計画においては、2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比の 26%削減、 

2050 年度は 80％削減となっていることに加え、本計画が 2030 年度までの計画となっておりますので、追記等はいたしません 

が、答申に社会情勢等の変化に応じて、計画の見直しを行う旨を明記し、対応してまいりたいと考えております。 

 

○C 委員 

 環境教育・環境配慮行動については、北広島市のみでなく、近隣市町村や北海道、国との連携が必要であると考えますので、 

積極的に交流の場を設けるのが、効果的であると考えます。 

 

○事務局 

 協働推進の方針の項目に市民と事業者との協働や他の自治体や国・北海道などとの連携を明記しております。 

 効果的な取組となるよう、市の事務事業の中で、進行管理してまいりたいと考えております。 

 

 

 


